
○「ニッポン一億総活躍プラン」などを踏まえ、職業能力開発関連の政策に

関する具体的な対策の柱

① 人材確保対策の推進や労働生産性の向上等による労働環境の整備

② 女性、若者、高齢者、障害者等の多様な働き手の参画

③ 人材育成を通じた国際協力の推進

全国厚生労働関係部局長会議 労働分科会

８．平成29年度予算案及び組織について

上記の３つ柱を踏まえた職業能力開発局における平成29年度
予算案の主な施策【資料４１ページ～】

① 人材確保対策の推進や労働生産性の向上等による労働環境の整備

・ 労働生産性向上に資する人材育成の強化

・ 人材の最適配置のための職業能力評価制度の構築

・ 若者が技能検定を受検しやすい環境の整備

② 女性、若者、高齢者、障害者等の多様な働き手の参画

・ 女性の活躍促進に向けた職業能力開発の推進

・ 若者の活躍促進

・ 精神障害者など多様な障害特性に応じた就労支援の推進

・ 非正規雇用労働者の職業能力開発機会の充実

③ 人材育成を通じた国際協力の推進

・ 技能実習制度の適正かつ円滑な推進

○組織について【資料４８～４９ページ】

⇒若者の雇用安定や働く方の能力開発の促進を支援し、生産性の向上を

図るため、職業能力開発局を廃止し、人材開発統括官を設置。

⇒人材開発統括官に、参事官５人（人材開発総務担当、人材開発政策担

当、若年者・キャリア形成支援担当、能力評価担当、海外人材育成担当）

を設置。
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平成２９年度職業能力開発局重点施策と予算案の概要について 

 

平成２９年度予算案 １，８８６（１，７４７）億円                           

             

第１ 人材確保対策の推進や労働生産性の向上等による労働環境の整備 ７１４（６０７）億円                                                                      

１ 労働生産性向上に資する人材育成の強化【一部新規】     ６４６（ ５４８）億円 

先進企業の好事例を活用したオーダーメイド型訓練の開発やキャリア形成促進

助成金の見直し等による企業内訓練の推進、専門実践教育訓練の講座の拡充や教育

訓練プログラムの開発による労働者の自発的な能力開発支援、子育て女性のための

リカレント教育の拡充や資格取得などを可能にする長期の離職者訓練の拡充・新設

など、IT 分野をはじめ、労働生産性向上に資する人材育成に向けた取組を一層推進

する。 

また、労働者の職業生活の節目において定期的にキャリアコンサルティングを受

ける機会を設定する仕組み「セルフ・キャリアドック」を引き続き推進するほか、

キャリアコンサルタントの専門性の向上、ジョブ・カードの活用促進等に取り組む。 

 

２ 人材の最適配置のための職業能力評価制度の構築       ４．３（ ３．４）億円 

技能検定制度が産業界の人材ニーズに適合したものとなるよう、職種・作業の新

設・統廃合や等級・試験基準等の見直しを推進するとともに、学生・生徒等の若年

層を主な対象とした技能検定３級について、積極的な設定を進める。 

また、社内検定制度の構築に取り組む企業の開拓から検定構築のサポートまでの

一貫した支援等により、社内検定の拡充・普及促進に取り組む。 

 

３ 若者が技能検定を受検しやすい環境の整備【一部新規】 

   ９．７（１．５）億円 

ものづくり分野など地域における人材の育成を支援するため、若者の技能検定の

受検料減免措置等により、若者が技能検定を受検しやすい環境の整備に取り組む。 

 

４ 地域の創意工夫を活かした人材育成の推進              ６４（５５）億円 

① 地域のニーズを捉えた能力開発の推進           ５４（５４）億円 
人手不足分野を抱える地域において、地域の創意工夫を活かした公的職業訓練 

の枠組みでは対応できない人材育成の取組を通じて当該分野における安定的な人

材の確保を目指す地域創生人材育成事業を引き続き実施する。 
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② 若者が技能検定を受検しやすい環境の整備【一部新規】【再掲】 
９．７（１．５）億円 

 

第２ 女性、若者、高齢者、障害者等の多様な働き手の参画 

                                 １，３７７（１，３０５）億円 

１ 女性の活躍促進に向けた職業能力開発の推進【一部新規】【一部再掲】 

５０（８．４）億円 

公的職業訓練において、子育て女性のためのリカレント教育の拡充や短時間訓練

コースの設定、託児サービス支援の提供を推進する。また、出産・育児等から職場

復帰する女性等のキャリアアップや労働生産性向上に資する教育訓練プログラム

を開発する事業等を新たに実施する。 
さらに、保育分野等について、求職者の特性・ニーズに合わせた多様な訓練コー

スを設定し、女性の人材確保支援の充実を図る。 
 

２ 若者の活躍促進                         ５３（４１）億円 

（１）若年無業者等に対する就労支援の推進           ３８（３８）億円 

地域若者サポートステーションにおいて、高校等の関係機関との連携を強

化し、アウトリーチ（訪問）型等による切れ目のない就労支援を実施する等、

高校中退者等をはじめとする若年無業者等に対する就労支援の一層の推進を

図る。 
 

（２）技能の振興                        １４（２．２）億円 

① 技能五輪国際大会の日本国内への誘致【一部新規】   ４．８（０．７）億円 
技能五輪国際大会の日本国内への誘致に向けて必要な調査等を実施し、誘致に 

向けた具体的な方策を検討するとともに、出場選手の競技力向上に向けた取組を 
進める。 
 

② 若者が技能検定を受検しやすい環境の整備【一部新規】【再掲】 
９．７（１．５）億円 

 

３ 中高年齢者の職業能力開発の推進                ２１（１２）百万円 

新たな場での活躍を期する中高年に対して、今までの経験・能力に足りない知識

や技能を付与するとともに、意識の見直しを行うため、経験交流会など再就職に向

けた準備支援を含めた新たな職業訓練コース等の支援策の開発・検証等を実施する。 
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４ 精神障害者など多様な障害特性に応じた就労支援の推進【一部新規】 

  ８２（６４）億円 

精神障害者等の職業訓練を支援するため、相談等のサポートを受けながら職業訓

練を受講できるよう、職業訓練校に精神保健福祉士を配置する。 
また、障害者職業能力開発校において、「職業訓練上特別な支援を要する障害者」

に重点を置いた職業訓練を実施するとともに、東京障害者職業能力開発校の建て替

えを始めとする老朽化等により緊急性の高い施設整備を実施する。 
 

５ 非正規雇用労働者の職業能力開発機会の充実【一部新規】【再掲】 

     １９６（１５５）億円 

非正規雇用労働者の職業能力開発のため、キャリアアップ助成金の活用による人

材育成に取り組む企業への支援により、能力開発機会の充実を図る。 

また、非正規雇用の若者等キャリア形成上の課題を抱える者のキャリアアップや

労働生産性向上に資する教育訓練プログラムを開発する事業の新たな実施、資格取

得などを可能にする長期の離職者訓練を拡充・新設する。 
 

６ 公的職業訓練等によるセーフティネットの確保【一部新規】【一部再掲】 

１，１９９（１，１８６）億円 

安定した就職の実現につなげるため、公共職業訓練及び求職者支援制度等におけ

る職業訓練において、地域のニーズに対応した効果的な訓練科目の設定等を推進す

る。   

 

 

第３ 人材育成を通じた国際協力の推進                ３９（ ２３）億円 

 

 

１ 技能実習制度の適正かつ円滑な推進                       ３８（ ２２）億円 

外国人技能実習制度の見直し等、制度の適正かつ円滑な推進を図る。 

 

２ 職業能力開発分野における国際協力の推進           １．６（１．７）億円 

ASEAN 等に対して、二国間及び国際的な枠組みにより技能評価システム及び職業

訓練実施方法のノウハウの移転を促進し、同地域内の技能水準の底上げ、ひいては

日本の技能検定制度のアジア標準化等を図る。 
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平成２９年度 厚生労働省機構・定員査定（概要） 
 

 

※名称は仮称 

  

１．法律組織（別添１参照） 

 
医務技監（次官級）の設置 

医療・保健の技術分野で部局連携による対応や国際保健外交などの重要施策について専門的観

点から統理。 

 

２．政令組織（別添２参照） 

直面する「働き方改革」、「少子化対策・子育て支援」、「生産性向上」等の重要課題に
対応するため、以下の組織再編を行う。 
 
① 雇用環境・均等局の設置等 
 非正規労働者の処遇改善、女性活躍推進や均等処遇、ワーク・ライフ・バランスの実現等働き

方改革を推進するため、雇用環境・均等局を設置。雇用環境・均等局に、６課（総務課、機会均

等課、均等待遇推進課、職業・生活両立課、在宅労働推進課、勤労者生活課）を設置。 

 

② 子ども家庭局の設置等 
 保育・子育て人材や児童相談所等の子育て支援基盤の一体的整備や切れ目のない子育て仕事両

立支援の推進、虐待防止対策と連携した社会的養育の総合的な推進体制の強化を図るため、子ど

も家庭局を設置。子ども家庭局に、５課（総務課、子育て支援課、社会的養育・虐待防止対策推

進課、保育課、母子保健課）を設置。 

 

③人材開発統括官（局長級）の設置等 
 若者の雇用安定や働く方の能力開発の促進を支援し、生産性の向上を図るため、人材開発統括

官を設置。人材開発統括官に、参事官５人（人材開発総務担当、人材開発政策担当、若年者・キ

ャリア形成支援担当、能力評価担当、海外人材育成担当）を設置。 

 

④大臣官房審議官（職業安定担当）及び生活衛生・食品安全審議官の設置 
     

⑤その他 
    職業安定局に地域雇用対策課、年金局に資金運用課を設置。 

 

 

３. 省令組織 
 

①大臣官房厚生科学課 医療イノベーション企画官  
医療のイノベーションを常時積極的に創出・促進・取り入れる仕組み等を構築し、厚生労働省

内を横断的に調整する体制を整備。 

         ※医療のイノベーション：医療領域で画期的な技術（人工知能、ＩＣＴ、ゲノム等）を活用して 

新たな価値を創造し、医療のシステム等の変革をもたらすこと。 

 

②労働基準局監督課 過重労働特別対策室  

長時間労働の是正に向けた法規制の執行を強化していくための体制整備。 

 

 

 

 

 

機  構 



（２） （２）

平成29年度 厚生労働省組織再編

派 遣 ・ 有 期 労 働 対 策 部

【医薬・生活衛生局】 　　【医薬・生活衛生局】

生 活 衛 生 ・ 食 品 安 全 部 生 活 衛 生 ・ 食 品 安 全 審 議 官

【　現　行　】 【　組織再編後　】

医 務 技 監

○　医療・保健の技術分野で、部局連携による 対応が必要な重要課題が多数存在する中、医療・保健に係る
　重要施策について専門的観点から「統理」する「医務技監」を設置する。

○　政府の重要課題である「働き方改革」、「少子化対策・子育て支援」、「生産性向上」に的確に対応す
　るため、組織再編を行い、「雇用環境・均等局」、「子ども家庭局」及び「人材開発統括官」を設置する。

※新規官職は全て仮称

（次官級）

　　【人材開発統括官】

【大臣官房】

技 術 ・ 国 際 保 健 総 括 審 議 官

　　【職業安定局】

審 議 官
（ 職 業 安 定 担 当 ）

【職業安定局】

次 長

次 長

　　【雇用環境・均等局】

　　【子ども家庭局】

人 材 開 発 統 括 官

雇 用 環 境 ・ 均 等 局

審 議 官

審 議 官
（ 雇 用 均 等 ・ 児 童 家 庭 担 当 ）

　　【中央労働委員会】

子 ど も 家 庭 局

職 業 能 力 開 発 局

雇 用 均 等 ・ 児 童 家 庭 局

【雇用均等・児童家庭局】

審 議 官
（雇用環境・均等、子ども家庭担当）

【中央労働委員会】

【職業能力開発局】



施策事項（資料ページ） 所管課室 担当係 担当者 内線

１．職業能力開発行政の現状と重点事項について 総務課 企画法令係 山﨑・朝井 5918

　　長期委託訓練・リカレント教育 能力開発課 地域高度人材育成係 中村 5926

　　技能検定の受検料減免措置 能力評価課 企画係 吉川・三沢 5943

２．公的職業訓練の効果的・効率的な実施について 能力開発課 企画調整係 藤高 5924

３．ジョブ・カード制度について キャリア形成支援課 ジョブ・カード企画係 有川 5959

４．地域若者サポートステーション事業について キャリア形成支援課 若者自立支援係 工藤 5937

５．キャリアコンサルティングの普及等について キャリア形成支援課 キャリアコンサルティング係 小林 5975

６．職業能力評価制度・技能振興施策の充実について 能力評価課 企画係 吉川・三沢 5943

７．外国人技能実習法の施行について 海外協力課 企画調整係 髙雄、中島 5952

８．平成29年度予算案について

８．平成29年度組織について 総務課 企画法令係 山﨑・朝井 5918

職業能力開発局　施策照会先一覧　（厚生労働省代表電話　０３－５２５３－１１１１）

４７ページ参照


